
文化財保護事業に係る補足説明資料 

 

 

１ 県・市指定文化財の修繕・補修（２件） 

 （１） 傳宗寺薬師堂（市指定建造物） 

   ① 内容 

    濡れ床板の一部張替え、手すりの一部取替え及び補修、縁束柱の修繕、前拝

破風の修繕 

   ② 補助費 

    ８７３千円（総事業費：１,７４８千円） 

 （２） 伊豫稲荷神社（県指定建造物） 

   ① 内容 

    楼門塗装補修（平成２９年度～平成３０年度） 

   ② 補助費 

    １,７３１千円（平成２９年度総事業費：５,３９４千円） 

    ※【参考】平成 30 年度実績 市補助費 975 千円 総事業費 3,040 千円 

 

２ 指定文化財登録（１件） 

 （１） 対象 

   豊川渉関係資料（歴史資料） 

 （２） 内容 

   市指定文化財として、登録（現在登録件数：１１３件） 

  

３ 民具を活用した出前授業（３回） 

 （１） 内容 

   中山町内（野中地区・永木地区）に保管されている民具（約７千点）を活用し、

市内の小学校向けの授業を実施（主に小学校３年生が中心） 

 （２） 実績 

   ① 南山崎小学校 … 研究発表事業（11 月４日）  ２４名 

   ② 郡中小学校  … 総合的な学習の時間（１月 29 日）  ２１名 

   ③ 中山小学校  … 社会科授業の一環（２月 22 日） １０名 

 

４ 市内仏像調査（１日） 

 （１） 対象 

   谷上山宝珠寺本堂脇寺仏像 

 （２） 内容 

   神奈川県歴史文化博物館学芸員による調査の実施 

 



５ 報告書（宮内家文書目録）の発行（１件） 

 （１） 内容 

   宮内家文書（総数約３千点）のうち、近世文書を目録化。宮内家文書最古の史

料「灘町由緒書」の翻訳文を掲載（平成３０年３月発行） 

 

６ その他 

 （１） 伊予市灘町宮内家住宅の登録有形文化財（建造物）への登録 

宮内家住宅主屋、隠居所、古隠居、潮見堀の４件について、文部科学大臣に答

申（平成３０年３月９日）。※平成３０年５月１０日登録 

 （２） 伊予市誌民文化講演会の開催（５月） 

   文化協会と連携し、伊予市の歴史人物である豊川渉に関する講演会を実施（約

７０名が参加）。 

 （３） スタディ・バスツアー（１２月） 

   市内の歴史・文化をめぐるバスツアーを実施。子規・漱石生誕１５０年記念に

際し、子規・漱石最古の句碑めぐりをテーマとして行った（２８名が参加） 

 



事務事業の概要・計画（PLAN）

10 款 5 項 1 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（事業の概要・結果のみ）

17

■

事業活動の内容・成果（DO）

28 29 29

毎

一般会計 担当課 社会教育課

予算科目 事業番号 4703 所属長名 森田誠司

平成 29 年度　事務事業評価シート

事務事業名 伊予市内遺跡発掘調査等事業

会計名称

生涯教育都市の創造

【終了】

平成 年度(予定)

個性豊かな文化の振興 設定なし

事業評価の有無 担当責任者名 北岡康平

法令根拠等 伊予市遺跡詳細分布調査委員会設置要項

実 施 期 間

【開始】 平成 年度

総合計画での

位置付け

事業の内容

（整備内容）

埋蔵文化財の保存調査に係る経費補助

昨年度の課題に

対する具体的な

改善策

長期的な計画を策定した上で、調査の不十分な地域を中心に踏査・試掘を進めてい

く。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ） 事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

総合計画における

本事業の役割

個性豊かな文化の振興

事業の対象 伊予市内 事業の目的

市内の埋蔵文化財包蔵地を適切に把握し、開発事業において、事業者等とのスムーズ

な調整を図るとともに、埋蔵文化財を市民に周知する。

年度実績

直   接   事   業   費 2,405 3,224 0 0 0 2,323

試堀箇所数

決算額 項       目 単位 年度実績 年度予定 9月末の実績項           目 前年度決算 当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越

箇所 4 1 1 2

財

源

内

訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

県 支 出 金 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0

3,224

地 方 債 0 0 0 0

3,224 0 0 0 2,323

0 0

一 般 財 源 2,405

0

2,323

1人工当たりの人件費単価 8,086 8,017 8,017

※　直接事業費＋人件費

0.00職員の人工（にんく）数 0.63 0.00

7,499

向こう５年間の直接事業費の推移

（千円）

30 年度 31 年度 32

主な実施主体

実施形態（補助金・指定管

理料・委託料等の記載欄）

3,200 3,200 16,000

年度 33 年度 34 年度 5年間の合計

指　標 試堀箇所数

単位 区分年度 28

指標設定の考え方

4

3,200 3,200 3,200

2

指標で表せない

効果

試掘による結果

年度

箇所

⇒

目　標 4 4 4

試掘等により、埋蔵文化財包蔵地の範囲をより正確に設定することが

できる。
実　績

年度 29 年度 30 年度 目標

成

果

指

標

No.38類似事業１



事務事業評価（CHECK)

5 施策の目的を果たすために必要不可欠な事業である。

4

3 概ね、施策の目的に沿った事業である。

2

1 この事業では施策の目的を果たすことができない。

5 社会情勢等のニーズに合致する。又は、行政管理上必要な事業である。

4

3 社会情勢に概ね適合する。又は、行政管理上、概ね妥当である。

2

1 社会情勢又は行政管理事務に対応しておらず、見直しが必要である。

5 市が積極的に関与・実施すべき事業である。

4

3 今のところ市の関与・実施は妥当と判断できる。

2

1 市は関与しないで、民間や市民団体等に委ねるべきである。

5 市民生活の課題、又は行政内部の課題解決に大いに貢献している。

4

3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応できている。

2

1 市民生活や行政内部の課題解決になっていない。

5 既に相応の成果を得ているが、まだまだ成果向上の余地がある。

4

3 今後、成果の向上が期待でき、事業継続の必要がある。

2

1 目的は十分達成されており、事業継続の必要性は低い。

5 施策推進への貢献は多大である。

4

3 施策推進に向け、効果を認めることができる。

2

1 施策推進につながっていない。

5 現状では最善の手段であり、他の方策を検討する必要はない。

4

3

2

1 活動指標の実績も上がらず、効率的な手段の見直しが必要である。

5 投入コスト以上の成果を得ており、コスト削減の余地は見当たらない。

4

3 コスト削減に向けた取り組みを実施し、それに見合う成果を得ている。

2

1 満足する成果にも達せず、まだまだ事業費・人件費の削減余地がある。

5 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民の負担は適正と認める。　　

4

3 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の検討の余地がある。

2

1 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の見直しが必要である。

5 施策の目的を果たすために必要不可欠な事業である。

4

3 概ね、施策の目的に沿った事業である。

2

1 この事業では施策の目的を果たすことができない。

5 社会情勢等のニーズに合致する。又は、行政管理上必要な事業である。

4

3 社会情勢に概ね適合する。又は、行政管理上、概ね妥当である。

2

1 社会情勢又は行政管理事務に対応しておらず、見直しが必要である。

5 市が積極的に関与・実施すべき事業である。

4

3 今のところ市の関与・実施は妥当と判断できる。

2

1 市は関与しないで、民間や市民団体等に委ねるべきである。

5 市民生活の課題、又は行政内部の課題解決に大いに貢献している。

4

3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応できている。

2

1 市民生活や行政内部の課題解決になっていない。

5 既に相応の成果を得ているが、まだまだ成果向上の余地がある。

4

3 今後、成果の向上が期待でき、事業継続の必要がある。

2

1 目的は十分達成されており、事業継続の必要性は低い。

5 施策推進への貢献は多大である。

4

3 施策推進に向け、効果を認めることができる。

2

1 施策推進につながっていない。

5 現状では最善の手段であり、他の方策を検討する必要はない。

4

3

2

1 活動指標の実績も上がらず、効率的な手段の見直しが必要である。

5 投入コスト以上の成果を得ており、コスト削減の余地は見当たらない。

4

3 コスト削減に向けた取り組みを実施し、それに見合う成果を得ている。

2

1 満足する成果にも達せず、まだまだ事業費・人件費の削減余地がある。

5 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民の負担は適正と認める。　　

4

3 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の検討の余地がある。

2

1 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の見直しが必要である。

新たな課題や当初の

改善策に対する対応状況

（今年度の途中経過）

外部の専門家の意見をいただきながら、可能な範囲において最善策について検討し、対応する。

事

 

 

 

 

 

 

務

 

 

 

 

 

 

事

 

 

 

 

 

 

業

 

 

 

 

 

 

の

 

 

 

 

 

 

評

 

 

 

 

 

 

価

自

 

己

 

判

 

定

 

（

 

担

 

当

 

責

 

任

 

者

 

）

妥当性

目的の妥当性 5

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

有効性

効率性

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

一

 

次

 

判

 

定

 

（

 

所

 

属

 

長

 

）

成果向上の可能性 5

効率性

手段の最適性 4

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

有効性

妥当性

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

事

業

の

苦

労

し

た

点

・

課

題

事務局内に最終的な判断をすることができる職員が不在

であったこともあり、迅速な対応をすることが困難で

あった。計画段階から作業の効率化を計画しながら、早

めに対応をしていきたいと考えている。

施策への貢献度 3

手段の最適性 3

S

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

専門的な知識を有する外部有識者へ依頼をしたり、愛媛

県職員及び他市町専門員に協力を得ながら、調査対応を

実施した。また、安全対策マニュアルを作成し、安全を

第一とした調査に努めた。

社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 5

事業の効果 5

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

A

最適な手段であるが、更に民活、他事業との統合・連携等の検討の余地がある。

コスト効率 3

市民（受益者）負担

の適正

5

A

S

事

業

の

方

向

性

5

国民共有の財産である文化財保護のため継続実施する。

事業の効果 4

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

A成果向上の可能性 4

所

属

長

の

課

題

認

識

時間、財政的余裕があれば市内の詳細分布調査を実施

し、開発に対応した基礎資料の整備に努める必要があ

る。

■ 事業継続と判断する。

□ 事業縮小と判断する

社会情勢等への対応 5 □ 事業廃止と判断する

（判断の理由）

市の関与の妥当性

目的の妥当性 5

A

最適な手段であるが、更に民活、他事業との統合・連携等の検討の余地がある。

コスト効率 3

市民（受益者）負担

の適正

4

施策への貢献度 4

No.38類似事業１



今後の方向性（ACTION）

□

□ 一次判定結果のとおり事業廃止と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

□ 既に事業廃止が決定していることから、廃止に向けた手続を行う。

行

政

評

価

委

員

会

の

答

申

外

 

 

部

 

 

評

 

 

価

答申の内容

一次判定結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

□

一次判定は以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

□ 一次判定結果のとおり事業縮小と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

施

 

策

 

を

 

踏

 

ま

 

え

 

た

 

判

 

断

二

　

　

　

次

　

　

　

判

　

　

　

定

□

一次判定結果は以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

⇒

指摘事項を踏まえ、事務改善、事業推進に

努め、今年度の事務事業評価シートに反映

させること。

■ 一次判定結果のとおり事業継続と判断する。

□ 事業の縮小を行う。

□ 事業の休止、廃止を行う。

経

営

者

会

議

の

最

終

判

断

事業の方向性 コメント欄

□ さらに重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直しの上、継続する。

No.38類似事業１



事務事業の概要・計画（PLAN）

10 款 5 項 1 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（事業の概要・結果のみ）

28

30

□

事業活動の内容・成果（DO）

28 29 29

30

一般会計 担当課 社会教育課

予算科目 事業番号 4705 所属長名 森田誠司

平成 29 年度　事務事業評価シート

事務事業名 スマートＩＣ設置箇所発掘調査事業

会計名称

生涯教育都市の創造

【終了】

平成 年度(予定)

個性豊かな文化の振興 設定なし

事業評価の有無 担当責任者名 北岡康平

法令根拠等 文化財保護法

実 施 期 間

【開始】 平成 年度

総合計画での

位置付け

事業の内容

（整備内容）

中山スマートインター設置に際して埋蔵文化財の調査確認をする。

（未執行分については翌年度繰越となった。）

昨年度の課題に

対する具体的な

改善策

契約に基づき、計画的に発掘作業を実施し、期日までに整理作業及び報告書の作成を

進めていく。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ） 事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

総合計画における

本事業の役割

人に優しい道路・交通体系づくり

事業の対象 伊予市内 事業の目的 中山スマートインター設置に際して埋蔵文化財の調査確認をする。

年度実績

直   接   事   業   費 6,256 2,121 1,000 0 0 1,883

現地発掘調査

決算額 項       目 単位 年度実績 年度予定 9月末の実績項           目 前年度決算 当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越

箇所 1 1 1 1

財

源

内

訳

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0

県 支 出 金 0 0 0 0 0

198そ の 他 904 904 0 0

8,535

198

地 方 債 0 0 0 0

1,217 1,000 0 0 979

0 904

一 般 財 源 5,352

0

現地説明・報告会 人 0 100

8,297

0 01人工当たりの人件費単価 8,086 8,017 8,017

※　直接事業費＋人件費

0.80

報告書作成 冊 0 0

職員の人工（にんく）数 0.80 0.80

12,725

向こう５年間の直接事業費の推移

（千円）

30 年度 31 年度 32

主な実施主体

実施形態（補助金・指定管

理料・委託料等の記載欄）

ネクスコとの契約

0 0 1,133

年度 33 年度 34 年度 5年間の合計

指　標 発掘に係る調査結果の利活用（報告会等）

単位 区分年度 28

指標設定の考え方

0

1,133 0 0

4 0 1

指標で表せない

効果

啓発活動による意識の変化

年度

回

⇒

目　標 0 1 0 1

遺跡の特徴を捉えた上で、伊予市の歴史の深さを市民に認識してもら

い、普及啓発活動を通じて、市民に還元する。
実　績

年度 29 年度 - 年度 目標

成

果

指

標

No.38類似事業２



事務事業評価（CHECK)

5 施策の目的を果たすために必要不可欠な事業である。

4

3 概ね、施策の目的に沿った事業である。

2

1 この事業では施策の目的を果たすことができない。

5 社会情勢等のニーズに合致する。又は、行政管理上必要な事業である。

4

3 社会情勢に概ね適合する。又は、行政管理上、概ね妥当である。

2

1 社会情勢又は行政管理事務に対応しておらず、見直しが必要である。

5 市が積極的に関与・実施すべき事業である。

4

3 今のところ市の関与・実施は妥当と判断できる。

2

1 市は関与しないで、民間や市民団体等に委ねるべきである。

5 市民生活の課題、又は行政内部の課題解決に大いに貢献している。

4

3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応できている。

2

1 市民生活や行政内部の課題解決になっていない。

5 既に相応の成果を得ているが、まだまだ成果向上の余地がある。

4

3 今後、成果の向上が期待でき、事業継続の必要がある。

2

1 目的は十分達成されており、事業継続の必要性は低い。

5 施策推進への貢献は多大である。

4

3 施策推進に向け、効果を認めることができる。

2

1 施策推進につながっていない。

5 現状では最善の手段であり、他の方策を検討する必要はない。

4

3

2

1 活動指標の実績も上がらず、効率的な手段の見直しが必要である。

5 投入コスト以上の成果を得ており、コスト削減の余地は見当たらない。

4

3 コスト削減に向けた取り組みを実施し、それに見合う成果を得ている。

2

1 満足する成果にも達せず、まだまだ事業費・人件費の削減余地がある。

5 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民の負担は適正と認める。　　

4

3 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の検討の余地がある。

2

1 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の見直しが必要である。

5 施策の目的を果たすために必要不可欠な事業である。

4

3 概ね、施策の目的に沿った事業である。

2

1 この事業では施策の目的を果たすことができない。

5 社会情勢等のニーズに合致する。又は、行政管理上必要な事業である。

4

3 社会情勢に概ね適合する。又は、行政管理上、概ね妥当である。

2

1 社会情勢又は行政管理事務に対応しておらず、見直しが必要である。

5 市が積極的に関与・実施すべき事業である。

4

3 今のところ市の関与・実施は妥当と判断できる。

2

1 市は関与しないで、民間や市民団体等に委ねるべきである。

5 市民生活の課題、又は行政内部の課題解決に大いに貢献している。

4

3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応できている。

2

1 市民生活や行政内部の課題解決になっていない。

5 既に相応の成果を得ているが、まだまだ成果向上の余地がある。

4

3 今後、成果の向上が期待でき、事業継続の必要がある。

2

1 目的は十分達成されており、事業継続の必要性は低い。

5 施策推進への貢献は多大である。

4

3 施策推進に向け、効果を認めることができる。

2

1 施策推進につながっていない。

5 現状では最善の手段であり、他の方策を検討する必要はない。

4

3

2

1 活動指標の実績も上がらず、効率的な手段の見直しが必要である。

5 投入コスト以上の成果を得ており、コスト削減の余地は見当たらない。

4

3 コスト削減に向けた取り組みを実施し、それに見合う成果を得ている。

2

1 満足する成果にも達せず、まだまだ事業費・人件費の削減余地がある。

5 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民の負担は適正と認める。　　

4

3 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の検討の余地がある。

2

1 他事例と比較し、財源・税負担も含め市民負担の見直しが必要である。

新たな課題や当初の

改善策に対する対応状況

（今年度の途中経過）

県内外より注目される遺跡となることが予測される中、文化財の専門員が不在となっており、可能な範囲で外部の専門家等へ協力を依頼しながら、報告書刊行に向けて整備を進めて

いく。

事

 

 

 

 

 

 

務

 

 

 

 

 

 

事

 

 

 

 

 

 

業

 

 

 

 

 

 

の

 

 

 

 

 

 

評

 

 

 

 

 

 

価

自

 

己

 

判

 

定

 

（

 

担

 

当

 

責

 

任

 

者

 

）

妥当性

目的の妥当性 5

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

有効性

効率性

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

一

 

次

 

判

 

定

 

（

 

所

 

属

 

長

 

）

成果向上の可能性 5

効率性

手段の最適性 3

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

有効性

妥当性

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

事

業

の

苦

労

し

た

点

・

課

題

平成２９年度については、年度途中で専門知識を有する

職員が退職したため、現地調査後の整理事務を計画的に

行うことが困難であった。発掘業務においては、文化財

専門員が必要とされる。

施策への貢献度 5

手段の最適性 3

S

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

当初の計画より遺物数の料も多く、遺跡のないようにつ

いても慎重に対応する必要がある調査であったが、外部

専門家に協力を求めながら、コストを抑えて効率的に作

業を行った。

社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 5

事業の効果 4

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

A

最適な手段であるが、更に民活、他事業との統合・連携等の検討の余地がある。

コスト効率 4

市民（受益者）負担

の適正

5

S

S

事

業

の

方

向

性

5

包蔵地にかかる開発行為に対する発掘事業であり、必須

事業である。報告書完成を目指し継続実施する。

事業の効果 4

合計点が

14～15：Ｓ

10～13：Ａ

 8～ 9：Ｂ

 5～ 7：Ｃ

 3～ 4：Ｄ

A成果向上の可能性 3

所

属

長

の

課

題

認

識

報告書の提出期限である平成30年度から文化財専門員も

採用されたこともあり、専門員を中心に報告書作成に全

力を傾注しなければならない。

■ 事業継続と判断する。

□ 事業縮小と判断する

社会情勢等への対応 5 □ 事業廃止と判断する

（判断の理由）

市の関与の妥当性

目的の妥当性 5

A

最適な手段であるが、更に民活、他事業との統合・連携等の検討の余地がある。

コスト効率 3

市民（受益者）負担

の適正

5

施策への貢献度 4

No.38類似事業２



今後の方向性（ACTION）

□

□ 一次判定結果のとおり事業廃止と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

□ 既に事業廃止が決定していることから、廃止に向けた手続を行う。

行

政

評

価

委

員

会

の

答

申

外

 

 

部

 

 

評

 

 

価

答申の内容

一次判定結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

□

一次判定は以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

□ 一次判定結果のとおり事業縮小と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

施

 

策

 

を

 

踏

 

ま

 

え

 

た

 

判

 

断

二

　

　

　

次

　

　

　

判

　

　

　

定

□

一次判定結果は以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

⇒

指摘事項を踏まえ、事務改善、事業推進に

努め、今年度の事務事業評価シートに反映

させること。

■ 一次判定結果のとおり事業継続と判断する。

□ 事業の縮小を行う。

□ 事業の休止、廃止を行う。

経

営

者

会

議

の

最

終

判

断

事業の方向性 コメント欄

□ さらに重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直しの上、継続する。
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